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提言の経緯

 コロナ危機下の医療提供体制研究会（昨年6月～ ）

 昨年9月25日 医療提供体制崩壊の防止と経済社会活動への影響最小化のための６
つの提言 https://cigs.canon/article/20200925_5371.html

 短期のコロナ対応

 今年の夏ごろ 長期的な医療体制の構造課題についての提言（予定）

 今回は中間報告： コロナ対応と中長期の課題
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提言の構成

 第４波に備えるために

 コロナ危機で明らかになった我が国医療提供体制の課題

 緊急時対応の強化

 平時における医療提供体制の構造改革
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第４波に備えるために

 感染拡大防止

 検査＋追跡＋隔離の強化

 民間検査会社との実効性ある連携

 保健所の体制強化

 COCOAの修復と普及拡大

 医療提供体制強化

 大規模病院の重症者受け入れ能力・実績の「見える化」

 医療機関の役割分担（軽快者を受け入れる病院、介護施設）
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コロナ危機で明らかになった我が国医療提供体
制の課題

 欧米より一桁以上少ない感染者の日本でなぜ医療逼迫？

 ICUなどの取り扱い可能な人材が不足

 医師看護師が薄く広く分散

 コロナ対応を行わない病院は一定数いる

 看護師不足が顕著
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緊急時対応の強化

 保健師の業務は、看護師による代替を最大限拡大

 平時から個人の医療情報を電子化・集約化

 緊急時に必要な医療資源を動員できる制度的仕組みが必要

 緊急時には、保健所設置市区の長の権限を知事に一元化

 救急車内で救急隊員や看護師が医療的措置をできるようにする

 緊急時派遣登録看護師制度を構築する
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平時における医療提供体制の構造改革

 2023年まで（第8期地域医療計画の策定まで）

 医療デジタル化を推進、患者情報の共有、デジタル庁が役割を果たす。

 診療報酬を差別化し、メリハリある自己負担を設定

 コロナ対応、オンライン診療、のできる「かかりつけ総合医」をリスト化

 「保健所＝公衆衛生、診療所＝地域医療」の峻別を越え、かかりつけ総合医が両機能を調整

 2024年～2029年まで

 病院完結型から地域完結型へ（平成の市町村合併にならうインセンティブ付け）

 診療報酬を1日定額や出来高払いから、1入院あたりの包括払いへ転換

 プライマリ・ケアのシステムを導入

 看護師については機能を多様化し、職責を大きくし、やりがいと処遇を向上すべき
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